
令和６年度「人権教育研究指定校事業」指定校事業報告書 

委託先（ 大阪市 ） 

１．調査研究のテーマ、概要 

調査研究のテーマ 
「人権を基底とした教育活動の推進 

～地域を題材にした生活・総合的な学習を通して～」 

○調査研究のテーマを設定した目的 

大阪市教育振興基本計画（令和 3 年 3 月変更）の〔人権を尊重する教育の推進〕の項

では、「子どもが様々な人権課題に対する正しい理解と認識を深め、日常生活の中で自他

の生命と尊厳を互いに尊重し合う態度をはぐくみ、自他の人権を守る実践行動へとつな

げることのできる子どもの育成をめざす」と示している。そして、「身の回りにある不合

理や矛盾に気づく感性を養い、互いに理解し、支えあいながら問題を解決していく力を

育て、平和で民主的な社会及び国家の形成者として必要な資質の礎となる人権尊重の精

神と実践への態度を養う」としている。 

 また、「大阪市教育委員会『人権教育・啓発推進計画』実施計画」（平成 30年 4月改訂）

では、子どもの発達段階や各教科等の特性に応じて、地域との連携を進めながら計画的

に人権教育に取り組むよう示している。各校園においては、それぞれの実態に応じた「『学

校園における人権教育・啓発推進計画』実施計画」を立案し、教職員が人権尊重の理念を

正しく理解し、豊かな人権感覚を養い指導力を向上させるための人権教育研修を行い、

具体的な取組の実践に努めてきた。平成 30年より本市教育委員会では「学力の基礎とし

ての人権教育 個別的課題の実践デザイン」として「同和教育編」をはじめとする個別的

人権課題について解説概要版と実践事例集を作成し、本市教員用教育データベース「waku

×２.com-bee」に掲載して、全学校園の教職員がいつでも活用できるようにしている。さ

らに、令和３年には「学力の基礎としての人権教育 個別的課題の実践デザイン～多文

化共生～」を作成した。 

 大阪市の外国籍児童生徒数は増加傾向にあり、国や地域も多様化している。多文化共

生教育を推進するためには、外国につながる児童生徒へのさまざまな支援の充実ととも

に、異文化理解・多文化共生の考え方に基づく教育の在り方について調査研究が重要で

ある。 

当該校においては、令和６年度は「人権を基底とした教育活動の推進～地域を題材に

した生活・総合的な学習を通して～」をテーマとし、地域のひと・もの・ことに注目さ

せ、地域資源や社会資源を活用することで自分の住む地域を愛し、誇りを持つとともに、

他の地域のひと・もの・ことにも思いを巡らせ多様であることの豊かさを実感させなが



ら、自他を尊重する態度と、互いの違いを認め会う集団の育成を図る。また、クラスにい

る外国につながる児童の国・地域についても「ちがうところ」「おなじところ」をありの

ままに受け止め、多文化共生社会の実現に向け、共生・協働し生かし合うことで、身の回

りにある問題をよりよく解決したり、アイデアを出し合って新しい価値あるものを生み

出したりすることができるという考えのもと、そのために必要な資質能力をはぐくむ取

組の実践とその有効性について検証する。 

そして、本事業を通じて研究の成果を発信・共有することで、さらなる人権教育の深

化・充実につながるものと考え、本テーマを設定した。 

○調査研究の概要 

（２）に記載の通り、研究のポイントとしては以下に記す。 

①地域を題材にした生活・総合的な学習を中心にカリキュラムマネジメントを進める。

教科横断的に学習を進めながら、「主体的・対話的で深い学び」とともに、児童相互の

つながりを深め、人権教育を基底とした実践を進める。 

②地域の人材や地域教材等を有効に活用し、ちがいを認め合い、ちがいを豊かさに変え

る活動や体験を通じて人権教育を進める。 

③探究的な学習となるよう「課題の設定」「情報の収集」「整理・分析」「まとめ・表現」

を意識した授業づくりを進め、「振り返りと課題設定の更新」（自己評価）を適切におこ

ないながら進める。 

 

  



２．基本情報 

研究指定校の概要 

○学校名 

大阪市立北津守小学校 

○これまでの研究指定等の状況 

なし 

○学級数 

９学級（うち特別支援学級３学級） 

○児童生徒数 

107 名（令和６年４月８日現在） 

○URL 

https://swa.city-osaka.ed.jp/swas/index.php?id=e761761 

○指定理由 

 こども基本法が令和５年４月１日から施行され、こども施策の基本理念などを明確に

し、国や都道府県、市区町村など社会全体でこどもや若者に関する取組「こども施策」を

進められている。 

本市でも、個別的な人権課題の一つとなっている「子供」については、「子供」自身が、

いじめや虐待にさらされるという直接的な人権侵害を被ることもあり、生まれながらの

環境的な、例えば両親や祖父母が被差別部落の出身であったり、障がい者や外国につな

がる当事者であったりするという、当該の「子供」自身は発達段階によっては意識してい

なかったり気づいていなかったりする、その意味での間接的な人権侵害を被っているこ

ともある。 

今回指定予定の当該校の児童の実態や中心に据えている研究の内容を考えると、いじ

めや虐待は日常的な課題、当然のこととして日々取り扱う課題とし、特に、個々の子ども

たちが背景として抱える様々な人権課題に焦点をあてた内容を重点的に取り組んでお

り、本事業の趣旨に則って指定するに相応しいと考える。 



3．取り組んだ人権課題について 

取り組んだ人権課題（該当するものに○印。複数選択可。うち、最も主要な人権課題１

つに◎をつけること。）※人権教育研究推進事業公募要領（別紙）「２．事業の内容」を必

ず確認すること。 

① 子供  

② 女性  

③ 高齢者  

④ 障害者  

⑤ 同和問題 ◎ 

⑥ アイヌの人々  

⑦ 外国人 〇 

⑧-１HIV感染者等  

⑧-２ハンセン病患者等  

⑨ 刑を終えて出所した人  

⑩ 犯罪被害者等  

⑪ インターネットによる人権侵害  

⑫ 北朝鮮当局による拉致問題等  

⑬ 性的指向、性自認  

⑭ その他（    ）  
 

 

  



4．調査研究の内容等 

○調査研究の内容 

「人権を基底とした教育活動の推進～地域を題材にした生活・総合的な学習を通して～」 

① 地域の「ひと」「もの」「こと」に注目し、地域資源や社会資源を活用しながら各学年

の実態に応じたカリキュラムを作成する。その際、外国につながりのある児童に着目

し、生活や文化などの多様性を大切にした実践をすすめる。教員一人一人がカリキュ

ラムマネジメントに参画し、教科横断的に各教科の学習を有機的に関連付け、効果的

な学習活動が進められるようにする。 

また、「主体的・対話的で深い学び」とともに、クラスの子どもたちがお互いを認め、

つながりのある安心して過ごせる居場所づくり、仲間づくりを行う。人権教育が基底

にあるという認識を教員一人ひとりが持ち、隠れたカリキュラムについての理解を

深め、実践を進める。 

② 地域と連携し地域から学ぶ機会を多くつくり、互いの違いを認め、そのちがいを豊か

さにかえる人権教育を進める。また、区役所と連携し、外国につながりのある児童と

その保護者が交流できるような新たなコミュニティを形成することで、居心地の良

い学校、安心できる学校を目指す。 

③ これまでも、生活・総合的な学習で人権学習の実践を積み重ねてきた。その中で探究

的な学習課程の在り方についても研究してきた。探究的な学習として「課題の設定」

「情報の収集」「整理・分析」「まとめ・表現」を意識した授業づくりを進め、「振り

返りと課題設定の更新」（自己評価）を適切におこないながら進める。児童自身が「自

分ごと」として捉えられる学習課題の設定、導入の工夫、教育ＤＸの推進・活用、表

現の工夫等、カリキュラムマネジメントを進めながら実践する。 

○実施方法 

① 生活・総合的な学習の時間を中心に、教科横断的に実践をカリキュラムに位置付け、

計画的に取り組む。 

・地域の人材をゲストティーチャーとして招いた学習。 

・低学年、中学年、高学年と発達段階が上がるにつれそれぞれ深い学びになっていく

ようにする。 

② 教育課程外での取組 

・外国につながりのある児童や保護者が参加しての多文化共生交流会 

・国際クラブ（中国学級・民族学級・外国につながる児童の集まるグローブクラスの

実施） 

③ 特別の教育課程による日本語指導・母語指導 

・国語科の時間を中心に、教育委員会の事業も活用しながら、取り出しまたは教室入



り込みの専門家による指導を行う 

【先進的な取組】 

・多文化共生教育を進めるにあたって地域にある福祉センターと連携して、日本語学

習や母文化に親しむ活動を放課後に行う。教育資源を活用するモデルの一つとして、

地域と連携した実践を行うことは先進的である。 

・日本語指導において、母語指導を両立させる取組を行うことで、児童の日本語力がど

のように育ち、獲得の度合いや要する時間に変化があるかどうかを検証していくこ

とはこれまでにない取組となる。 

【期待される効果】 

・地域にある教育資源として継続し、発展的な活動につながる。 

・教育 DX を推進し、一人一台端末や ICT機器を学習の手段や身近なツールとして活

用することが定着する。 

○検証・評価・改善・普及 

①上記（２）の①②についての検証・評価 

・北津守小学校では、年２回児童アンケートを行っており、以下の項目についての前年度

比較を行い、その伸びをもって検証・評価を行う。 ※（ ）は前年度肯定回答の割合 

「自分にはよいところがあるとおもいますか。」    70 % （71.0％） 

「授業中に友達と話し合うことは好きですか。」   84 % （88.0％） 

 

②成果と課題の発信・普及 

・教育委員会の行う事業の活用にかかわっては、教育委員会と連携し、事業効果の一つと

して活用を図っていただく。 

・委託期間終了後の取組として、成果、効果のあった取組を精選し、教育課程編成に組み

込み、継続して取り組んでいくことで、単年度だけではなく、中期的展望をもって取組

後の検証を行い、発信していく。 

 

  



5．人権教育にかかる年間計画 

 

 



 



 

 



 

  



6．推進体制（都道府県・指定都市教育委員会を含む） 

 

 

 


